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はじめに

アジア経済研究所は,「 アジア地域等の7fr済 およびこれに関連す る諸事情 に

ついて基礎的かつ総合的な調査研究を行ない,並びにその成果を普及 し,も っ

てこれらの地域との貿易の拡大及び経済協力の促進 に寄与す る」(「 アジア経済

研究所法」第 1条)こ とを目的として設立 された特殊法人であ る。1958年 12

月にまず財団法人として発足 したが,1960年 7月 1日 に特殊法人化 された。

研究所の初期の記録をみると,昭和 35年 (1960年)度 か らアフリカ, ラテンア

メリカを新たな調査対象にした,と 記 してある。 したがって研究所におけるラ

テンアメリカ研究は,研究所の特殊法人化と同時に始 まってお り,20年 の歴

史を持つ。アジア経済研究所創立 20周 年を経過 した現在,1980年度までの同

研究所におけるラテンアメリカ研究の歩みを振 り返 り,整理 してみることにも

意義があろう。

「アジア経済研究所でなぜラテンアメリカ研究をするのか」 といった種類 の

質問を,われわれ所内の非アジア地域研究者はこれまでに何十回も受けてきた。

このことにかぎらず,表看板に「アジア」とぃ う言葉が掲げられているために,

われわれはかな りの不便を強いられてきたことは否定できない。

研究所の目的を定めた,前記「アジア経済研究所法」第 1条で「アジア地域

等」といっているが, この「等」の中にアフリカ, ラテンアメリカ,東欧,オ

セアニアの非アジア地域が含まれると今日では解釈されている。研究所の業務

を定めた同法第 22条は第 3項で「研究所は,第 1項の業務 (ア ジア地域の調査

研究,資料収集)を 妨げない範囲内において,ア ジア地域以外の地域 の経済及

びこれに関連する諸事情について調査研究を行ない,… …・」 と規定しているが,

研究所の運営に関してアジア地域優先の考えは今日まで一貫 しているといって
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よい:

研究所の英語名は,当初 Institute of Asian Economic AIairsで あったが,

69年に Institute of Developing Economiesに 変更された。また 73年に内規で,

中国語,フ ランス語, ロシア語訳とならんでスペイン語訳が InstitutO de Estu‐

dios del Desarrollo Econ6micoと 定められた。

1

研究所の調査研究活動は共同研究を主体としている。以下では研究会活動と

その成果である出版物を中心に,過去 20年間の研究所 の ラテンアメリカ研究

を概観する。

前述のように 1960年度からラテンアメリカが対象地域に加え られたが,ま

だこの年度には研究所内にフテンアメリカ担当の専門職員はおらず,外部の研

究者に委託するとい うかたちで「ブラジルの経済構造」が調査研究テーマとし

てとりあげられた。61年度には外部委員ばか りの研究会「中南米におけ るわ

が国企業提携の実態」と,委託研究「アルゼンチンの経済構造」が実施された。

このように初期においては,所内にラテンアメリカ研究者が育っていなかった

ため,あ るいは統計,租税制度といった特殊テーマに関して,所外の専門家に

よって構成される研究 (委員)会,ないし委託研究という形式で調査研究活動が

すすめられた。「ラテン・アメリカの統計」(62～ 63年 ),「 ブラジルの工業化と

インフレーション」(63年),「 ラテン・アメリカ諸国の租税制度」(64～ 65年 ),

「プラジルの産業開発」(65年)等がそれである.こ れらの成果はいずれも研究所

から単行書として刊行されているが (第 4表参照),それらは「ブラジルの工業

化……」を除き,いずれも記述的な産業の概観ないし統計や租税制度の通覧と

いったものである。

内部職員を主体とした研究会がはじめて組織されたのは 62年度の「ラテン・

アメリカの産業構造」である。以後大尿美範氏を主査に「アンデス諸国の経済

発展」(63年),「低開発地域の経済統合」(64～ 67年 )の各研究会が実施された。

前者はアンデス諸国を,「植民地時代以来の社会制度が温存 され,後進性が著

しい」とみなし,こ れらの諸国の経済発展を規定する要因を明らかにすること

を目指 している。後者は 4年計画の研究計画であるが,最初の 2年で LAFTA
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と中米共同市場をとりあげ, 3年度は経済統合と経済開発の関係を扱っている。

そこでは経済統合と規模の利益,お よび域内分業の問題が主要なテーマとなっ

ている。最終年度は,こ れらの経済統合が効果をあげるためにはどうい う条件

が必要かを考察 している。経済統合は経済的現象であると同時に政治的,社会

的,文化的現象である点を重視 し,経済統合に非経済的要因がもたらす効果 ,

なかでも地域連帯の思想,経済的ナショナ リズム,法の統一の問題を扱ってい

る.

これら初期の,大原氏が組織 した一連の研究会の特徴は,報告のまとめ方に

関して主査の意向が強 く前面に出されていることであろ う。全体の構想がまず

主査によって描かれ,それに従って各共同研究者の執筆分担が定められるとい

うのが一般的な方式のようである.それに比べると後年の研究会では,成果か

らみるかぎり,各研究者の自主性がより強 く出てお り,問題関心,ア プローチ

も必ず しも統一的でなく,論文集的な傾向のものが多くなっているのが特徴と

いえる。

65年度から 69年度にかけて,松村清二郎氏を主査に「国際石油産業の発展」

研究会が組織されたが,その後半の 2年間でラテンアメリカを対象にとりあげ

た。68年度は総論の部分で国際石油資本のラテンアメ リカ進出,ア メ リカの

対 ラテンアメリカ外交を扱い,各論部分でメキシヨ,ベネズエラ両国の石油産

業の発展,石油政策の歴史的展開,それらの背景として両国の国民経済と経済

政策等をとり扱っている.69年度は前年度に引き続きブラジル,ア ルゼ ンチ

ン両国について同様の考察を行なっている.ま た石油産業と直接関係はないが

ラテンアメリカの政治的風土についての考察もある。

68～ 70年の 3年間にわた り岡部広治氏を主査に「ラテン・アメ リカにおけ

る経済発展の諸条件」と題する研究会が組織され,その成果は『 ラテンアメリ

カ経済発展論』として発表された。この研究会の中間年度の報告は所内資料と

して印刷されているが,こ こでは最終報告のみによってその概要を紹介する。

報告は 2部に分かれ,第 1部でラテンアメリカの経済発展 (広義の)に関する諸

外国の諸理論の整理を行なう。CEPALに おける研究,ア メリカ合衆国におけ

る研究,独立社会主義者 (主 として Monthly Re宙 ew誌に寄稿す る新左翼 の理

論家)の研究, ソ連における研究がとりあげられる。第 Ⅱ部では以上 の諸学説
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の批判的検討に材料を提供すべ く,各国の経済発展に関する具体的な諸問題が

扱われる。

岡部氏のラテンアメリカ研究に関する問題意識は明快である.それはキュー

バ革命がラテンアメリカ研究に課 した諸課題に取 り組むことの必要性,と いう

認識から出発している.そ して「ラテンアメリカの同一性を基礎にしての多様

性を正確に評価するとい う方法, ラテンァメリカの多様性を通 してその同一性

を規定す るとい う方法がラテンアメリカ研究にたい して提唱 された」(19ペ

ージ)と している。 しかしこうい う岡部氏の視点が,他の共同研究者に どれだ

け共有されていたか若干疑間がある。

岡部氏自身,第 Ⅱ部に関して「 .… …研究対象国,対象側面を,ほ とんど全面

的に各参加者に委ねざるをえなかった。 したがって……かならず しも一貫性を

もったものとはならなかった。」(9ペ ージ)と 反省をこめて否定的にとらえてい

るが,筆者はそれは共同研究の成果として必ず しも否定的なこととは考えない。

個々の国の特定の問題に関して,一定の水準をもった実証的な研究がこの頃か

らでてきたのは,こ うい う共同研究を組織 したことの成果として積極的に受け

とめてよいのではなかろ うか。第 Ⅱ部で扱われているのは, メキシヨとキュー

バの農地改革をめぐる問題, ブラジルのプランテーション,チ リの大土地所有,

アルゼンチンにおける鉄道業の展開, といった問題である。

「ラテンアメリカの農業」に関す る研究会 (西川大二郎主査,71～ 72年)で は,

ラテンアメリカの農業構造を,大土地所有とい う共通項を軸として考察 した.

報告書『 ラテンアメリカの農業構造』に収められた諸論は以下のとお りである。

16～ 17世紀のスペイン植民地下における土地制度の歴史的分析,と くに私的土

地所有の確立の過程を分析 したもの。 ラテンアメリカの農業構造における土着

の要素の抽出と分析を試みたもの。ボリビアにおける村落共同体 (コ ムニダ)の

解体と,それがアシエンダに吸収されていく過程を分析 したもの.チ リの農業

問題を,1930年代を中心とする大土地所有制の変容を軸 として,経済構造 の

変質過程との関連で分析したもの.ア ルゼンチンにおける大土地所有制の生成

過程を,と くにフロンティアの拡大,官有地分害1を 中心に分析 したもの。

「ブラジルの工業化一経済発展と社会変動一」研究会 (山 田睦男主査:72～ 73

年)では,現代ブラジルを 1964年の軍事「革命」後に限定せず,同国の工業化
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過程が本格的に開始される直接の契機となった世界恐慌のブラジルヘの波及と,

ヴァルガスの政権獲得の年である 1930年 をもってその起点 と し,ブ ラジルの

発展を経済のみならず政治制度,社会変動との関連で考察 している.その成果

は『現代ブラジルの社会変動』の題で刊行されてお り,社会変動を中心テーマ

に据えるが,現代ブラジルの総合研究的な内容になってい る.「社会構造 と社

会変動」,「政治と社会変動」,「経済と社会変動」のⅢ部より構成される。第 I

部第 1章「社会構造と社会変動」では,現代ブラジルの社会変動の特質として,

外因性と政策領域の優位が指摘される。第 2章以下で,教育と社会変動,人種

関係と社会変動が扱われる。第 Ⅱ部では,ナ ショナリズム,政治体制とエリ‐

卜,第Ⅲ部では経済発展方式の特質,中間層と労働市場,人口動態と経済発展,

工業企業家についてそれぞれ論ぜられる。

「ラテン・アメリカのナショナ リズム」研究会 (増田義郎主査,74～ 75年 )では,

アジア,ア フリカの場合とはまったく異なる歴史的条件に裏づけられたラテン

アメリカのナショナ リズムの地域的特性を前提とした うえで,そのときどきの

国際環境と社会情勢を背景として複雑多様な様相を示すナショナ リズムをさま

ざまな側面からとらえている。 したがって報告書に収められた諸論は多岐にわ

たるものである.第 1章「ラテン・アメリカの植民地時代と文化的アイデンテ

ィティーの問題」では,ナ ショナ リズムが表面化する以前の段階である,植民

地時代におけるラテンアメリカの人間の自己認識の形成過程を問題とする。第

2章「メキシヨ。ナショナリズムと土着民問題」はインディヘニスモとナショ

ナリズムの関係を論ずる。この二つはナショナリズムの文化史的側面を扱った

ものである。第 3章以下は, より現実の政治的側面に関わる問題を論じている。

パナマ,ペルー,ア ルゼンチン, ブラジルのナショナリズムの他,西半球中級

国家 (ブ ラジル, メキシヨ,カ ナダ)の対外政策とナショナリズムの問題,対米

関係を中心にしたラテンアメリカ自立化の史的展望が扱われる。

「ラテン0ア メリカにおける軍部」研究会 (岡部広治主査,75年 )は,73年 の

チリ軍事クーデターの直後であり,ま た南米の主要国が軒なみ軍政下に入った

という背景もあって,ラ テンアメリカの軍部に対する一般の関心も高まった折

から:軍部の研究がラテンアメリカの現状の理解および将来の展望にとって重

要である,と の認識に基づいて組織された。その成果は機関誌『アジア経済』
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の特集「ラテンアメリカの軍部」として発表された。収録各論文は,軍事政権

成立の背景を扱った歴史的考察を主としたものである。アルゼンチンのペロニ

ズム成立前史,ボ リビアにおける軍隊と政治,チ リ軍についての歴史的考察 ,

ベルーのベラスコ軍事政権成立前史の検討が扱われる。

「ラテン・アメリカ政治経済の現状分析」研究会 (76年)は,通常の研究会 よ

りはゆるやかな結びつきのもので,あえて共通の視点は設定 しないが,石油危

機を契機に激動する70年代のラテンアメリカの政治経済の諸問題を分析 した。

成果は『 アジア経済』の特集「70年代ラテンアメリカの政治経済」に収め ら

れている。そこでは 76年の軍事 クーデターを契機とするアルゼンチ ンの経済

政策の転換,ブ ラジルのガイゼル政権の軌跡,ブ ラジル経済の高成長と石油危

機,ブ ラジルにおけるインフレーション,チ リ軍事政権 の「国家再建」,と い

った諸問題が扱われている。

「ラテン・アメリカの地域協力政策」研究会 (細野昭雄主査,77～ 78年 )は ,

他の発展途上地域に先ん じて域内経済協力体制をつ くりあげたラテンアメリカ

の経験を整理評価することが,他の地域での地域協力による経済発展の可能性

について展望を開く上で有意義である,と の問題意識 に立っている。そ して

「(1)ラ テン・アメリカ諸国が経済統合による工業化の進め方に関して どの よ う

な理念をもち,(2)そ のようにして開始された工業化が実際にどのような問題に

直面 :し ,(3)それがどのような原因によるものであったかを明らかにするとい う,

共通のアプローチ」(報告書の「はじめに」 1,本研究の目的と,視点)に よって,

ラテンアメリカの地域協力の経験を同一の視点から実証的に分析 している。 し

たがって報告書『 ラテンアメリカの地域協力と工業化』は各章の間の整合性が

とれてお り,「論文集」といった性格のものとは異なる` この点では初期 に大

原主査のもとで組織された経済統合に関する一連の研究会の成果の報告と類似

する。ただし本書ではこれら初期の著作に関する言及がほとんどないのはいさ

さか奇異な感じを受ける。

60年代以降,国際関係の多極化,南側の諸国の経済ナショナリズムの高ま

り,自 己主張の先鋭化に伴い, ラテンアメリカ諸国の間でも第二世界の一員と

しての自覚が高まり,対外関係の多角化を目指すようになった。このような認

識に基づいて:'「現代ラテン・アメリカの対アジア・アフ リカ関係」研究会
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(中川文雄主査,77～ 78年 )は ラテンアメリカの対アジア・アフリカ関係を と

りあげるが,報告書に収められた各論文はテーマが多様であるばか りでなく,

アプローチもさまざまである。「キューバ の対外政策 と第三世界」は,キ ュー

バの対外行動を主として大国 (米・ ソ)と の関係から論ずる従来の論調に対 して,

キューバ独自の内的必然性に焦点をあてて論 じている。「ペルー『革命』と第

三世界外交」,「エチェベ リア政権期のメキシコの『第二世界外交』と連繋モデ

ル」,「ブラジルの対外政策と内外環境」は,それぞれの国の対外政策の発展を

国内政治との関連でとらえようとしている点に独自性がみ られ る。「カリブ海

諸国のナショナル・アイデンティティー形成の中での黒人とアフリカJは,こ

れまで日本でほとんどとりあげられなかったテーマを扱ってい る。「韓国 。ラ

テン・アメリカ間の政治経済関係」は日本ではほとんど知られていない問題領

域に関する報告として貴重であるが,他の諸論文と比べてやや異質の感がある。

個別研究「チ リにおけ る『過渡期』の再評価」(77年),「アジェンデ政権期

の経済政策」(78年)(いずれも担当者,吉田秀穂)は,議会制民主主義の枠 の中

で社会主義への道を歩もうとした世界史上は じめての試みであったアジェンデ

政権の諸政策を,資本主義から社会主義への過渡期の問題の中に位置づけ,そ

の直面 した困難と挫折を,主 として国内的要因から明らかにしようとするもの

である。報告書は『 チ リのアジェンデ政権期の理論と政策』の題で刊行されて

いる。チ‐り革命に関して日本における既存の研究は,人民連合対その反対勢力

とい う二元的図式でとらえるのに対 して,著者はこれをアジェンデ政権下の三

大政治勢力の三つどもえの対立抗争としてとらえ,そ のうちの左派すなわちア

ジェンデ政権の理論と政策, これをめ ぐるキ リス ト教民主党との間の論争,お

よび両者の対立の背景を論 じている.

現在進行中のラテンアメリカに関す る研究課題は,「 日本とラテン・アメリ

の経済関係」研究会 (吉 田秀穂主査,79～ 80年 ),「 ラテンアメリカの土地制度

と農村社会構造」研究会 (石井章主査,79γ 80年),そ れに個別研究「メキ シ

ヨの教育」(担当者米村明夫,80年 )で あ る。「日本 とラテン・アメリカの経済

関係」研究会は,近年の日本経済の国際化に伴い日本とラテンアメリカの関係

が緊密化しているにもかかわらず,両者間の関係についての研究がこれまであ

ま り行われなかったという認識に基き,経済関係に焦点をしば り,第 2次大戦
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以後とくに 60,70年代を中心とした両者 の関係 (貿易,資本,移民等)の 特質

とその展開を明らかにすることを目指すものである。またこれとの関連で,こ

れまでの日本におけるラテンアメリカ研究史の整理,検討も行な う。

「ラテンアメリカの土地制度 と農村社会構造」研究会は,前述の「ラテンア

メリカの農業」研究会を継承発展させたもので,19世紀末以後のラテンアメリ

カ各国の近代化の過程で,大土地所有がいかなる展開を示 し,農村社会経済構

造にいかなる変容をもたらしたかを解明することを 目的とする。大土地所有の

克服を主 目的として農地改革を実施 したメキシヨについて,その結果生 じた新

たな土地所有の制度と実態,お よび農村社会の変容が扱われる他,ベルーのア

シエンダの変遷と地域経済圏の盛衰,ブ ラジルの農業政策の展開と農村社会変

容,ア ルゼンチンの入植政策と土地所有制度の変遷等のテーマが扱われる.

以上述べてきた諸研究は,いずれも「ラテンアメリカの……」 といつた研究

課題名のもとに実施された研究であるが,それ以外にも他の地域を主体とした

共同研究に含まれるかたちで行なわれたラテンアメリカ地域研究もある。東南

アジアの農村社会le_済構造を専攻する研究者が中心になって組織された一連の

研究会に石井章が加わ り,ラ テンアメリカ地域を担当 した。「アジア諸国等 に

おける農業協同組織」研究会 (斎藤仁,滝川勉主査,69～ 71年 ),「アジア諸国

等の土地政策」研究会 (斎藤仁主査,72～ 74年 ),「東南アジア農村社会構造 の

変動」研究会,77～ 78年 )がそれである。「・・…・農業協同組織」研究会 の成果

は『 アジアの農業協同組合』,「・・…・土地政策」研究会の成果は『 アジア土地政

策論序説』の題で単行書として刊行されたが,その中で石井は「メキシヨのエ

ヒー ドの現状と問題点」,「ペルーの農地改革と農業共同経営」をそれぞれ執筆

した。「……農村社会構造の変動」研究会の成果も単行書として刊行 されてい

るが,それとは別に石井は『 アジア経済』誌にペルーの農民運動について執筆

した (第 2表 )・

2

これまで主として調査研究部ないし経済成長調査部が担当したラテンアメリ

カ研究課題およびその成果について述べてきたが,当研究所における調査研究
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活動はこれに限られるものではなしヽ アジア経済研究所は,大学の研究室や文

部省所管の研究機関と異な り,通商産業省所管の特殊法人である。その目的と

して「……これらの地域との貿易の拡大及び経済協力の促進に寄与する……」

(ア ジア経済研究所法第 1条 )こ とが謳われている。とくに近年 日本と発展途上

国との間の経済関係が強まり,こ れらの諸国に対する経済協力の必要性の認識

が高まるとともに,当研究所に対 しても純粋アカデ ミックな研究だけでなく,

経済協力,貿易拡大に直接役立つような調査研究を行なうべきだ,と いった要

請が官界,財界を中心に起ってくるのは当然であった。研究所としても,発展

途上地域の「基礎的,総合的」な調査研究は続けながらも,外部からのこうし

た要請に対応 した諸事業を行な う必要にせまられた。主として経済協力調査室

(投資資料調査室),経済開発分析プロジェクトチームで担当している業務がこ

れにあたる。

ラテンアメリカ地域に関 しては,初期に行なわれた企業提携に関する実態調

査がこの線に沿ったものだが,本格化するのは経済協力調査室の前身の投資資

料調査室が 1965年 に設置されてからで―あ る。国別投資概観作成事業 の一貫 と

して,メ キシヨ(66年),ブ ラジル (69年),ア ルゼンチン(70年)のそれぞれ に

ついて委員会が組織され,「経済と投資環境」シリーズが作成された (第 1表参

照)。 経済協力調査室となってからは,「ブラジルにおける企業金融」に関する

調査委員会 (長谷川洋四主査,73年 )が組織された他,外部の専門家に委託 し

て, ブラジル, メキシヨ,ベルー,ベネズエラ各国の投資関連税制に関する調

査が行なわれた。これらの成果はいずれも「経済協力調査資料」として刊行さ

れている(第 4表 )・

「経済開発分析事業」は通産省からの受託調査として 73年度から始められ,

経済開発分析プロジェクトチームがこれを担当している。この事業の重要な柱

に国別年次経済報告書の作成がある。当初は東南アジア諸国が中心であったが,

75年度からブラジル,78年度からアルゼンチンが対象国に加えられ,以後毎

年続けられている。そこではそれぞれの国の社会 。政治情勢,経済の動向,人

口,労働力,雇用,各産業部門別構成,国際収支,貿易,物価,賃金,経済計

画,外国投資,借款等の諸問題が論ぜられる他,77年 には化学肥料,78年は

自動車,79年は繊維の各産業がとくにとりあげられ,その産業の沿革,現状,
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政策,市場問題が分析されている.80年にはエネルギー事情 が特定 テーマ と

してとりあげられ,各国のエネルギー需給状況,開発政策等が論ぜられた。国

別年次経済報告書は,こ の事業の委託者である通産省べ提出され るが,79年

以後,『 ブラジル・アルゼンチンの経済概況』として同じ内容のものが刊行,市

販されている(第 3表 )・

80年度には,経済企画庁から委託 された調査課題「国際エネルギー情勢の

急転に伴 う日墨協力関係推進基礎調査」に関す る委員会 (り |1田 侃委員長,丸谷

吉男主査)が調査企画室で組織された。これは近年の中東産油地域における情

勢変化に伴い,こ のところ急速に関心の高まった産油国メキシヨについて,石

油産業ばか りでなく経済,政治,社会の一般情勢を把握し, 日本とメキシヨと

の間の経済協力, メキシヨに対する投資政策に資するような情報を提供するこ

とを目的としたものである。

ここで述べた諸活動は,主 として所外からの研究所に対する要請に応えると

いうかたちで始められ,企業進出や経済協力促進に必要な基礎的データを提供

するという情報サーブィス的な側面が前面に表われているため,出 された成果

は研究業績として価値が低いのではないかとみられがちであるが,必ずしもそ

れはいえない。所外の実務専門家に依頼した調査の報告にはそういう面もある

かもしれないが,所内の研究者の手による報告は,与えられた枠組の範囲内で

いかにして自分の学的蓄積に基いた独自の見解を盛 り込むかに腐心しているの

である。

1で述べた調査研究活動が基礎的研究であるとするならば, 2の諸活動はそ

の応用ということができよう.「応用的」調査研究活動に従事する者の悩みは,

桜井雅夫前経済協力調査室長の次の言葉に表われている。「調査研究に基礎 と

応用があるとすれば,応用はまさに基礎を終えた者が行なうべきで,……基礎

づくりの時間の余裕を与えられずにいきなり応用に入るようでは良い仕事はで

きるはずがない。」「調査研究者が“組織的"研究の中に自己を埋没させて仕事

を進め,なおかつ“個人的"業績をあげていくこと|は , とてもむずか しい。」

(桜井雅夫「経済協力調査」〔『アジア経済研究所 20年 の歩み』〕64ペ ージ)

.こ のような「応用的」調査研究活動は,経済協力や発展途上国の開発といっ

た現実の問題と密接に結びついた分野を扱 うだけに,その成果の報告には多少
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な りとも政策指向的な発言が含まれてくるのは避けがたい.「学術研究 と政策

との間には一線を画すべきだ」とい う批判にたえずさらされるゆえんである。

一方調査研究部で行なっている基礎的地域研究といえども,研究所に対する

外部からの要請とまったく無縁な純粋アカデ ミックな研究とい うわけにはいか

ない。特殊法人としての研究所の置かれた立場ゆえに,研究テーマの設定その

他に関して一定の制約があるのは当然である。個々の研究者が最もや りたいテ

ーマと,対外的に通 りのいいテーマとがつねに一致するとはかぎらず,両者の

間に調整が必要となるケースもしばしば生ずる。研究所の行なっている基礎的

地域研究に関しては,一部から「ちっとも役に立たないではないか」とのお叱

りを受けることもあるが,ナ ショナ リズムの研究も農業構造に関する研究も,

長い目でみればかならず社会の役に立つものであると筆者は信ずる。

3

研究所の調査研究活動の重要な一環 として研究員の海外派遣制度がある。こ

れには海外派遣員と海外調査員の二種類があ り,前者は比較的若い時期に現地

体験を積ませることによって,その地域の専門研究者を養成するとい う趣旨の

もの,後者はより経験を積んだシニアの研究者を対象とした派遣制度である。

両者とも派遣期間は 2か年が原則である。ラテンアメリカ地域でこれまでに海

外派遣員 0調査員が派遣された国および人数 (現在滞在中を含む)は,第 5表に

示 したとお りである。近い うちにメキシヨとペルーに海外派遣員各 1名 ,ア メ

リカ合州国のラテンアメリカ研究機関に海外調査員 1名がそれぞれ赴任する予

定である。

また研究所には,国外の研究者,研究機関との交流を深めるために海外客員

研究員の制度が設けられている。これは国外の発展途上地域研究者*な い し経

済計画担当者などを客員研究員 (ViSiting Research Fellow)と して招聘 し,こ れ

らの研究者に対 して研究上の便宜を供与すること,彼らの対日理解の促進をは

かること,お よび研究所の調査研究活動に対する客員研究員の協力を通 じて国

際研究交流を促進することがその趣旨である。滞在期間は 10か月が原則であ

*発展途上地域を研究する者であって,必ずしも発展途上国の人とはかぎらない。



ブジア経済研究所におけ るラテ ンアメ リカ研究

第 5表  ラテンアメリカ関係海外派遣員・

調査員国別分布

る.こ れまでにラテンアメリカ諸

国から来訪 した客員研究員は,現

1 海外派遣員 1海外調査員  在滞在中の人も含め, ブラジルか

十メキツコの海外派遣員 1名 ,ア ルゼ ンチンの海外派遣員      こ う し て み る と 研 究 所 か ら フ

:「

,海外調査員1名は他機関館庁)か らの出向者であ  テンアメリカ地域へ派遣された海
ホ*チ リの海外派遣員1名は途中から国際機関に転

彎
した。 外派遣員・調査員も,ラ テンアメ

リカから研究所を訪れた客員研究員も国別ではブラジル,メ キシヨ2国 に著 し

く偏っていることがわかる。交流相手国の多角化が今後の一つの課題といえよ

う。

国際研究交流の一つに,76年度から実施されてい る特別海外共同研究があ

る。これは発展途上国の研究者と研究所の研究者との間で統一テーマについて

共同研究を実施 し,その成果に関 して合同検討会を開催 し,報告書を作成する

とい うものである.ラ テンアメ リカ関係では,80年度には じめて メキシヨと

との間で,「 日本とメキシヨの経済関係一石油開発の進展を中心に―」のテー

マで特別海外共同研究が実施された。その総括として 81年 3月 に当研究所内

において合同検討会が開催され,メ キシコの石油開発, 日本のエネルギー問題

とその対応, 日本とメキシヨとの経済関係 (日 墨それぞれの側からみた),につ

いて報告および討議が行なわれた。報告者はメキシヨ側 Miguel S.Wionczek,

Marcela SerratO de Treviio(以上 El Colegio de Mё xico),日 本側,丸谷吉男

(ア ジア経済研究所),湯浅俊昭 (エ ネルギー経済研究所)の各氏である。

調査研究活動以外に研究所の行なっている重要な活動として,広報活動,図

書資料の収集ならびに図書館業務,資料・情報に関する相談,お よび統計に関

する業務がある。そのなかでも図書資料部,統計部の行なっている活動のうち

ラテンアメリカに関連する部分について,別の機会に担当者より紹介できれば

と思 う。

81年 3月 現在,研究所内におけるラテンアメリカ関係スタッフは,調査研

究部 4名 ,調査企画室 2名 ,経済協力調査室 1名 ,経済開発分析プロジェクト
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チーム2名 (1名 は調査研究部と兼務),図書資料部 5名 ,統計部 1名である。

経済成長調査部には現在ラテンアメリカ担当者はいない。また動向分析部では

ラテンアメリカは対象地域に入っていない。

本稿をまとめるにあたって,第 1～ 4表で示 した研究所の出版物の他,次の

資料を参照 した。

『 アジア経済研究所年報 1968』 ,『同 1969-70』 以下『同 1979-80』 までの

各巻 .

『 アジア経済研究所 20年の歩み』,ア ジア経済研究所,1980年・

なおこの 2資料はいずれも非売品である。


